
●平成２６年度までに営業用トラックによる交通事故死者数及び人身事故件数を次のとおり減少させる。 

   （a）交通事故死者数を３０８人以下にする。 

   （b）交通事故による人身事故件数を２０，６００件以下にする。 

輸 送 の 安 全 の 確 保 ①  

中期目標設定の背景及び理由 

（公社）全日本トラック協会 
  

（１）国では、２００９年３月に『事業用自動車総合安全プラン２００９』を策定し、事業用自動車による交通事故死者数及び人身事故件数を１０年後に半減させる目 
   標が掲げられた。 
（２）これを踏まえ、トラック業界として『トラック事業における総合安全プラン２００９』を策定し、２０１８年度までに飲酒運転をゼロとすること、及び営業用ト 
   ラックの死者数及び人身事故件数の削減目標を下記のとおり設定した。 

中期目標に係る中期事業計画 

・被害軽減ブレーキ、後方視野確認装置、呼気吹き込み式アルコールインター 
 ロックなどのＡＳＶ関連機器、ドライブレコーダーの導入を促進するため助成 
 等の支援を行う。なお、ＡＳＶ機器の導入支援にあたっては、行政との連携に 
 配意するとともに、ドライブレコーダーの開発状況を把握し、適時適切に導入 
 促進対象の見直しを図る。 

①ＡＳＶ（先進安全自動車）関連機器及びドライブレコーダーの導入を促
進する。 

②トラック運転者の運転技術・マナー及び安全意識の向上を図る。 

・安全運転研修受講に対し助成を実施する。 
・各種媒体による効率的、効果的な啓発、広報活動を実施する。 
・トラックドライバーコンテスト等を実施する。 

中期目標 

区 分 ２００８年 
実績 

２０１３年 
目標 

２０１８年 
目標 

交通事故死者数 513人 380人以下 250人以下 
人身事故件数 56,295人 43,000件以下 30,000件以下 

区 分 ２００８年 
実績 

２０１８年 
目標 

交通事故死者数 450人 220人以下 
人身事故件数 28,838件 15,000件以下 

 ■事業用自動車総合安全プラン２００９  ■トラック事業における総合安全プラン２００９ 

③事故を分析し、事故の態様に即した対策を検討し、活用を図る。 

・交通事故分析調査を行い、原因及び対策について検討整理し活用する。 

④上記のほか「トラック事業における総合安全プラン２００９」等に基づき
諸対策を推進する。 

■グラフＡ 「交通事故死者数及び件数並びに飲酒事故の推移表」 

区 分 ２０１４年 
目標 

交通事故死者数 308人以下 
人身事故件数 20,600件以下 

■運輸事業振興助成交付金出捐金事業中期計画 

中期目標 
死者数308人以下 

中期目標 
人身事故件数 
20,600件以下 

（件） （人） 

（３）中期目標は、『トラック事業における総合安全プラン２００９』の目標達成に向け、比例的に毎年度事故件数等を減少させる場合の、平成２６年度（２０１４年 
   度）までの達成目標である。 

警察庁「交通事故統計」 
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輸 送 の 安 全 の 確 保 ①  

平成２３年度事業実績の概要 

 被害軽減ブレーキ、後方視野確認装置、呼気吹き込み式アルコールインターロックなど
のＡＳＶ関連機器、ドライブレコーダの導入を促進するため助成等の支援を行う。なお、ＡＳ
Ｖ機器の導入支援にあたっては、行政との連携に配意するとともに、ドライブレコーダーの
開発状況を把握し、適時適切に導入促進対象の見直しを図る。 

■中期目標達成度と評価 
 
①～④平成２３年度は、トラックの交通事故による死者数は３８３人、人身事故件数は２４，８６０件となった。総合安全プランに沿えば、死者数は３８１人、人身事
故件数は２４，６８９件になっていることが望ましいが、ほぼこの目標に近い数字であり、過去１０年間で最も少ない数字である。また、中期目標の達成に向けて、
ハード・ソフト両面にわたって諸事業が着実に実施されており、 
優れた実施状況にあるといえる。 
 

（公社）全日本トラック協会 
  

①ＡＳＶ（先進安全自動車）関連機器及びドライブレコーダーの導入を促
進する。 

②トラック運転者の運転技術・マナー及び安全意識の向上を図る。 

③事故を分析し、事故の態様に即した対策を検討し、活用を図る。 

④上記のほか「トラック事業における総合安全プラン２００９」等に基づき
諸対策を推進する。 

１安全運転研修受講に対し助成を実施する。 

交通事故分析調査を行い、原因及び対策について検討整理し活用する。 

安全体質の確立、コンプライアンスの徹底、トラック事業を取り巻く交通環境の改
善等のために、講習会開催、啓発広報、関係行政機関との連携等を進める。 

 行政との連携に配意し、ＡＳＶ関連機器やドライブレコーダ等の導入促進のため助成
事業を実施した（別紙２ グラフＣ参照）。 

２各種媒体による効率的、効果的な啓発、広報活動を実施する。 

 中部トラック総合研修センター等の全ト協指定研修施設で実施される管理者や乗務
員、事務員向けの研修受講費用に対し助成（平成23年度／1,620名）を行い、ドライ
バーの安全意識高揚や安全技能の向上等、業界を挙げた従業者教育の充実強化へ
の取り組みを支援した。 

３トラックドライバーコンテスト等を実施する。 

 平成２３年１０月２２～２４日までの３日間、「第４３回全国トラックドライ
バー・コンテスト」開催し１３３名が参加した（詳細は別紙１参照）。 

 事業用貨物自動車の事故実態を交通事故データベースから集計分析し、それらの分析事
例をもとに事例集を作成し事故防止活動に供した。 

 『トラック事業における総合安全プラン２００９』に掲げる数値目標（平成３０年までに交通事故
死者数２２０人、人身事故件数１５，０００件）の達成に向け、諸対策（別紙１）を推進した。 
 なお、平成２３年度の事業用トラックによる死者数（３８３人）及び人身事故件数（２４，８６０件）
は過去１０年で最少である。 

（１）大型車の追突事故を防ぐため、速度抑制装置の不正改造排除運動を実施。 
（２）国による全国交通安全運動等の各種安全キャンペーンに積極的に参加。 
（３）飲酒運転防止対策マニュアルの周知、正しい運転・明るい輸送運動の実施。 

平成２３年度事業用トラックによる死者数３８３人（前年比▲３８人９％減）人身事故件数２４，８６０件（前年比▲５８７人２％減） 

■グラフＢ 「事業用トラックによる死者数及び人身事故件数の推移」 
（件） （人） 

警察庁「交通事故統計」 



開 催 日 平成２３年１０月２２日（土）～２４日（月） 

出場選手数 
１３３名 
（４トン部門４２名、１１トン部門４２名、トレーラ部門３０名、女性部門１９名） 

総合優勝者 
トレーラ部門 尾島 康晴 氏 ※内閣総理大臣賞受賞 
（日本通運（株）福岡コンテナ支店 オペレーションセンター） 

輸 送 の 安 全 の 確 保 ①  

■「トラック運送事業の総合安全プラン２００９」施策の進捗状況 

■第４３回全国トラックドライバー・コンテスト開催概要 

事業名 台数（人数）  

ドライバー等安全教育訓練促進助成  １，６２０人 

後方視野確認支援装置  ８，５７３台 

ふらつき注意喚起装置、車線逸脱警報  ２，２９７台 

車両横滑り時制動力・駆動力制御装置  ２，２６７台 

 呼気吹き込み式アルコール・インターロック装置 － 

衝突被害軽減ブレーキ導入促進助成  ３，６５７台 
※呼気吹き込み式ｱﾙｺｰﾙ･ｲﾝﾀｰﾛｯｸ装置に対する助成は、国の技術指針公表が平成２４年３月３０日
のため実施せず。 

今後取り組むべき課題 進捗状況 

安全マネジメント 安全マネジメント講習 

都道府県トラック協会が実施する「安全マネジメント講習会」について、開催場所、 講師の選考方法、使
用する教材等実施状況についてアンケート調査を行い、結果をまとめ関係者の参考に供した。平成22
年6月 

平成22年度において、29の地方協会が講習会を開催し、それぞれ年間1～5回程度(多いところは22回）
開催した。 

中小事業者向けの安全マネジメント視聴覚教材（DVD）を作成し、地方協会の講習会用に配布し、活用
に供した。平成22年7月 

運行管理制度 

運転者に対する指導・監督内容の明確化 「運行管理業務と安全」マニュアル改訂版を作成、全会員に配布。平成23年3月 

点呼時におけるアルコールチェッカーの使用の義務付け 「飲酒運転防止対策マニュアル」改訂版を作成、全会員に配布。平成22年6月 

映像記録型ドライブレコーダー、デジタル式運行記録計
等を活用した運行管理の高度化 

映像記録型ドライブレコーダー車載器に対する導入促進支援事業を実施。平成18年～ 

運転者対策の充実・強化 運転者の健康管理に係る指針の作成 
運行管理者向け、ドライバー向けパンフレット「トラックドライバーの健康管理マニュアル」を作成、全会員
に配布。平成22年9月 

車両の安全対策 

アルコール・インターロック装置の普及 
「呼気吹き込み式アルコール・インターロック装置」に対する導入促進助成制度を創設。平成23年4月～ 
※国の技術指針公表が平成24年3月30日のため実施せず。 

衝突被害軽減ブレーキの普及促進 
衝突被害軽減ブレーキに対する導入促進助成（平成18年度～）、ふらつき注意喚起装置、車線逸脱警
報装置、車両横滑り時制動力・駆動力制御装置に対する導入促進助成（平成22年度～）を実施。 

スピードリミッターの不正改造の防止 

速度抑制装置の不正改造排除活動を実施。平成22年度～ 
・毎年６月を強化月間としている。 
・ホームページ、電話による会員事業者に対する通報は、都道府県トラック協会を通じて、指導を行う。 

（平成23年9月29日開催、事業用自動車に係る総合的安全対策検討委員会にて提出） 

■交通安全関係助成事業実績（平成２３年度） 

（公社）全日本トラック協会 
 別 紙 １ 



輸 送 の 安 全 の 確 保 ①  

■グラフＣ 「安全装置、衝突被害軽減ブレーキ、ドライブレコーダー、ドライバー安全教育訓練助成実績」 

（公社）全日本トラック協会 
 

助
成
台
数 

（台） 

助
成
人
数 

（人） 

※安全装置・・・「後方視野確認支援装置」「ふらつき注意喚起装置」「車線逸脱警報車両横滑り時制動力・駆動力制御装置」の総称 

年 度 
安全装置（※） 衝突被害軽減ブレーキ ドライブレコーダー 合 計 

台数（台） 金額（千円）  台数（台） 金額（千円） 台数（台） 金額（千円） 台数（台） 金額（千円） 

平成１２年度 0 0 0 0 0 0 0 0 

平成１３年度 0 0 0 0 0 0 0 0 

平成１４年度 0 0 0 0 0 0 0 0 

平成１５年度 0 0 0 0 0 0 0 0 

平成１６年度 0 0 0 0 0 0 0 0 

平成１７年度 0 0 0 0 0 0 0 0 

平成１８年度 3,643 36,430 105 21,000 0 0 3,748 57,430 

平成１９年度 6,189 61,890 510 28,050 0 0 6,699 89,940 

平成２０年度 7,268 72,680 815 44,825 14,265 142,650 22,348 260,155 

平成２１年度 8,440 84,400 466 25,630 22,197 221,970 31,103 332,000 

平成２２年度 12,277 122,770 2,012 110,660 22,556 225,560 36,845 458,990 

平成２３年度 13,137 131,370 3,657 141,989 11,667 116,670 28,461 390,029 
合 計 50,954 509,540 7,565 372,154 70,685 706,850 129,204 1,588,544 

年 度 
ドライバー安全教育訓練 

台数（台） 金額（千円）  

平成１２年度 0 0 

平成１３年度 0 0 

平成１４年度 0 0 

平成１５年度 0 0 

平成１６年度 0 0 

平成１７年度 0 0 

平成１８年度 3,643 36,430 

平成１９年度 6,189 61,890 

平成２０年度 7,268 72,680 

平成２１年度 8,440 84,400 

平成２２年度 12,277 122,770 

平成２３年度 13,137 131,370 

合 計 50,954 509,540 
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系列1 ドライバー安全教育訓練助成 

別 紙 ２ 



 営業用トラック運送事業は、労災事故統計整理上、陸上貨物運送業（鉄道貨物事業や自家用トラック運送事業も含む。）の一つ（※）とされるため、当面、陸上貨物
運送業に係る労災事故の増減をもって、営業用トラックに係る労災事故の状況を判断する。陸上貨物運送業の労災事故は、長期的には、交通事故の大幅な減少により減
少傾向にあるが、荷役作業中の事故は減少傾向にあるとは言えない。このため、労災事故原因の多くを占める交通事故防止対策を推進することは必要不可欠であるが、
これに併せ、労務管理や健康管理の観点からも労災事故の減少を目標に取り組む必要がある。  

労災事故による死者数、死傷者数の減少を図る（ただし当面、トラック、鉄道等が含まれる労災保険上の事業分類である「貨物取扱事業」に係る死者数、死

傷者数の減少を目標とする。なお、今後、営業用トラックに係る労災事故データの把握に努め、当該データ把握が可能となった段階で、明確な数字目標を

設定する。） 

輸 送 の 安 全 の 確 保 ②  

中期目標設定の背景及び理由 

（公社）全日本トラック協会 
 

中期目標に係る中期事業計画 

・事業者が行うＳＡＳ（睡眠時無呼吸症候群／詳細はＰ３）スクリーニング検査に対し 
 支援を行うとともに、検査結果の効果的な活用を推進する。 
・健康管理マニュアル、健康管理手帳の作成配布をはじめ各種媒体等を通じた効率的、 
 効果的な啓発活動及び支援を行う。 

①トラック運転者の高齢化を踏まえ、トラック運転者の健康管理を支援し、
平成２６年度までに、トラック運転者の健康診断による有所見率を６０％
以下にする。 

②荷役作業等における労災事故防止対策を推進する。 

・過労死及び荷役作業等の事故実態、原因等の把握、分析に努める。 
・労災事故防止及び安全体制の確立に向けた啓発等の推進を図る。 
・長距離運行運転者のための休憩施設であるトラックステーションの運営の効率化を図 
 りつつ、利用の向上・促進を図る。（別紙参照） 

中期目標 

■グラフＡ 「陸上貨物運送業における労働災害の推移（平成１８年～平成２２年）」 

■参考 「定期健康診断の有所見率の推移（全産業と運輸交通業）」 

※なお、労災保険料率に係る業種区分である「貨物取扱事業」には、営業用トラックによる貨物取扱事業以外に、営業用トラック以外の自動車によるもの、鉄道によるもの、さらに
は船舶によるもの（船員保険に係る制度改正に伴い平成２２年１月１日から貨物取扱事業に含まれることとなった。）も含まれ、労災事故統計整理上の業種区分とは異なっている。 

区   分 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

労災保険料率 13/1000 13/1000 13/1000 11/1000 11/1000 

死亡災害者数 198 196 148 122 154 

死傷災害者数 13,402 13,427 14,691 12,794 13,040 

厚生労働省「業務上疾病発生状況等調査」 
厚生労働省「労災事故統計」 



輸 送 の 安 全 の 確 保 ②  

平成２３年度事業実績の概要 

 １事業者が行うＳＡＳ（睡眠時無呼吸症候群）スクリーニング検査に対し支援を行うととも
に、検査結果の効果的な活用を推進する。 

（公社）全日本トラック協会 
 

１過労死及び荷役作業等の事故実態、原因等の把握、分析に努める。 

（１）ＳＡＳスクリーニング検査を受診した１６，３５５人に対し、受診費用の一部（約５割） 
   を助成した。なお、ＳＡＳ検査の効果を確認するため、検査の結果、ＳＡＳと診断さ 
   れた場合に治療を受けたか否かに関し、報告を求めることとした。（次項グラフＣ） 

 分析のためのデータを整理するため、「トラック運送業の賃金実態」調査や、長距離運
行におけるトラックドライバーの労働時間及び運行実態等の現状、事業者の改善基準
告示遵守に向けた取り組み、近年の労働環境に対する意向等を調査分析し編纂した。 

 ２健康管理マニュアル、健康管理手帳の作成配布をはじめ各種媒体等を通じた効率的、 
 効果的な啓発活動及び支援を行う。 

①トラック運転者の高齢化を踏まえ、トラック運転者の健康管理を支援し、
平成２６年度までに、トラック運転者の健康診断による有所見率を６０％以
下にする。 

２労災事故防止及び安全体制の確立に向けた啓発等の推進を図る。 

３長距離運行運転者のための休憩施設であるトラックステーションの運営の効率
化を図りつつ、利用の向上・促進を図る。 

②荷役作業等における労災事故防止対策を推進する。 

（２）労災防止セミナー等において、ＳＡＳの啓発を行ったほか、パンフレット「ＳＡＳ精密 
   検査・治療のそこが知りたいＱ＆Ａ」を作成し配布した。 

 トラックドライバーの健康に起因する事故の撲滅を図るとともに、ドライバー自身による
健康管理を効果的に進めるために、生活習慣に係る疾病の基礎知識、生活習慣の改
善、疲労回復のポイント等を分かりやすくまとめた健康管理手帳を作成し配布した。 

（１）厚生労働省・国土交通省の後援の下で、荷主各業種に係る主要専門誌に対して 
   広告を掲載したほか、「トラック事業者のための労働法のポイント」を作成配布し啓 
   発に努めた。 
（２）労災防止セミナーを全国３３カ所で開催し、延べ３，６４５名の参加があった。 

■グラフＢ 「陸上貨物運送事業における労働災害発生状況の推移」 
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 平成２３年度におけるトラック運送事業に係る労働災害発生状況のうち、死亡災害者数は１２９人と
なり、前年を２５人下回る大幅な減少となった。死亡者数のうち半数は交通事故に起因するが、諸々
の交通安全対策が奏功し減少傾向が続いている。一方、休業４日以上の死傷者数については１３，
５４３人となり、前年に比べ５０３人増加した。 
 また、脳・心臓疾患等による過労死等の認定件数は７５件と、前年から１０件増加したが、業種別で
は引き続き最多となった。 

（１）景気の低迷に伴い、営業用トラックの輸送トン数は減少傾向にあるが、ＴＳへの立寄台  
   数は、輸送量の減少に比べ微減に留まっている（次項グラフＤ参照）。 ＴＳの管理運営 
   を行う（公財）貨物自動車運送事業振興センターに対し、改修経費として４８８，１６３千 
   円の寄付を行った。  
（２）平成２３年度には、トラックステーションガイドブックを刷新（１０万部）し、各ＴＳ等に配備 
   し利用の向上・促進に努めた。 

人 人 

厚生労働省「平成23年の死亡災害・重大災害発生状況等について」 

（３）老朽化の進む施設の改修・補修を進め、２３年度には１３１件の改修工事と１６８件の軽微な補 
    修工事を実施し、より利用者が使いやすく快適な施設となるよう、利用の向上・促進に努めた。  
（４）各施設の利用状況を踏まえ、現地テナント等の連絡を密に取り、営業時間の見直し等運営の効 
   率化を図った。また、テナントの創意工夫（食堂施設の提供メニューや各設備の利用料金の工夫 
   等）による利用率の向上を目指した。 

平成 

平成２３年度労災死亡数１２９人（前年比▲２５人１６％減） 労災死傷者数１３，５４３人（前年比＋５０３人４％増） 
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■中期目標達成度と評価 
 
 死亡災害者数は、交通事故死者数の減少により１２９人（前年度比２５人減少）となり目標を達成したが、死傷者数は１３，５４３人（前年度費５０３人増加）と
なり目標は達成できなかった。なお、過労死等の認定件数は業種別では引き続き最多である。事業は概ね中期事業計画に沿って進められているが、目標達成のために
原因の分析と分析結果に基づく、実現可能な対策のより一層の充実が必要である。 

（公社）全日本トラック協会 
 

（台） （人） 

今後の課題 

■グラフＣ 「ＳＡＳスクリーニング検査助成事業（全都道府県）の申請状況推移」 

年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

事業所数 ５５４ ９２７ ８０９ １，２６４ １，１０４ ９４８ 

申請者数 １１，８３６ ４３，６９２ ２９，４１０ ２６，３３０ ２２，０６９ １６，３３５ 

前年増減 - ３１，８５６ ▲１４，２８２ ▲３，０８０ ▲４，２６１ ▲５，７３４ 

■グラフＤ 「ＴＳ年度別トラック立寄台数と福祉施設利用者数の推移」 

（公財）貨物自動車運送事業振興センター 
「ＴＳ年度別トラック立寄台数と福祉施設利用者数」 

 平成２４年度秋に閉鎖予定の三国峠ＴＳのように、新たな専用自動車等の開通によ
り利用者が激減した施設や、国や自治体による代替施設の増加により役割を終えた施
設については、建築物の老朽化や維持管理費を勘案しながら、各ＴＳ毎の利用率や周
辺の道路環境の変化等を踏まえ、スクラップ＆ビルドも視野に入れつつ、運営の更な
る効率化を図る必要がある。 

※ＳＡＳ「Sleep Apnea Syndrome（睡眠時無呼吸症候群）」 
 
 睡眠時に呼吸停止または低呼吸が断続的に現れる危険な病気。 
 
 事業者や運行管理者による運行管理及び労務管理だけでは防止することができず、適切な検査
を通じて本人の自覚を促し、早期発見・早期治療を行うことが重要とされている。平成１３年の
道路交通法改正により、「十分な睡眠をとっているにもかかわらず、日中、活動している最中に
眠り込んでしまうことが週３回以上ある者」は自己申告が必要になった。 
 また、「重度の眠気の症状を呈する睡眠障害」等、安全な運転に支障を及ぼすおそれがある場
合には免許が取得出来ない。 
 全ト協では、平成１７年度よりＳＡＳスクリーニング検査助成を実施しているが、平成２４年
度からは、今後もトラック運転者の更なる安全と健康に役立てていくため、ＳＡＳスクリーニン
グ検査を受診した事業者に対し、検査後の状況報告（病院で精密検査を受けたり、治療を受けた
方の人数、点呼時の指示・指導状況など）を求めている。 
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